
首都圏整備計画（案）について 

 

１．計画の概要 

○ 首都圏整備法に基づき、首都圏の建設とその秩序ある発展を図るため、必要な首都

圏の整備について、国土交通大臣が策定。 

○ 平成 17 年の首都圏整備法の一部改正により、旧計画における基本計画及び整備計

画を一本化することとなった。 

○ 今回、旧整備計画が平成 17 年度で期限切れとなったため、現行の基本計画と合わ

せた整備計画を策定しようとするもの。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 新たに策定される国土形成計画（全国計画、広域地方計画）の策定や、大都市圏制

度のあり方の検討等に伴い、計画期間途中での変更があるものとする。 
 
○ 基本編及び整備編の２つの部分により構成。 

基本編では、長期的かつ総合的な視点から、今後の首都圏整備に対する基本方針、

目指すべき首都圏の将来像及びその実現に向けて取り組むべき方向を記述。 

整備編では、首都圏の区域のうち、既成市街地、近郊整備地帯及び都市開発区域にお

いて、所要の広域的整備の観点を含め、道路、鉄道等各種施設の整備に関し、その根幹

となるべきものを記述。 
 
２．計画の主な内容 

首都圏が我が国の活力を創出する地域として、また、安全で快適な生活環境を備え

た地域として発展していくため、諸機能の充実強化を図るととともに、各地域の拠点

的な都市を中心に諸機能がバランス良く配置された自立性の高い地域形成と、地域相

互の連携・交流によって機能を高めあう「分散型ネットワーク構造」の形成を目指す。 

（１） 基本編については、事実関係のみ修正し、原則、旧基本計画を踏襲。 
 

＜基本編における「首都圏の将来像」＞ 

首都圏の目標とする社会や生活の姿として、「我が国の活力創出に資する自由な活動の場の整備」、

「個人主体の多様な活動の展開を可能とする社会の実現」、「環境と共生する首都圏の実現」、「安全、快

適で質の高い生活環境を備えた地域の形成」及び「将来の世代に引き継ぐ共有の資産としての首都圏の

創造」の５つの施策・課題を、目指すべき地域構造として「分散型ネットワーク構造」を掲げている。 
 

・なお、今後の検討課題として、次を記述する。 

【首都圏基本計画】

○国土交通大臣決定

○現行計画 平成11～27年度

【首都圏整備計画】

○国土交通大臣決定

○現行計画 平成13～17年度

【首都圏事業計画】

○内 容

整備計画の実施のために必要

な毎年度の事業を定める。

○国土交通大臣決定

＜旧整備計画体系＞

【首都圏整備計画】

○内 容

人口規模、土地利用の基本的方向、

その他基本となるべき事項

政策区域の整備に関する根幹的事項

○国土交通大臣決定

○平成１８年度に策定

○計画期間

・ 基本編 平成27年度まで

・ 整備編 概ね5年間

＜新たな整備計画体系＞

廃 止

国土計画体系の
見直しに伴って１本化【首都圏基本計画】

○国土交通大臣決定

○現行計画 平成11～27年度

【首都圏整備計画】

○国土交通大臣決定

○現行計画 平成13～17年度

【首都圏事業計画】

○内 容

整備計画の実施のために必要

な毎年度の事業を定める。

○国土交通大臣決定

＜旧整備計画体系＞

【首都圏整備計画】

○内 容

人口規模、土地利用の基本的方向、

その他基本となるべき事項

政策区域の整備に関する根幹的事項

○国土交通大臣決定

○平成１８年度に策定

○計画期間

・ 基本編 平成27年度まで

・ 整備編 概ね5年間

＜新たな整備計画体系＞

廃 止

国土計画体系の
見直しに伴って１本化

※ 

資料４－１ 



①高齢者等が豊かに暮らす都市・生活圏の確立 

②広域的な緑地・自然地の保全・再生 

③郊外部をはじめとする土地利用の広域的修復 

④活力エンジンを担う広域都市圏の形成 

⑤業務核都市等の生活拠点としての役割の強化 

⑥人口減少・高齢化の下での首都圏の全体構造のあり方 

 

（２）整備編においては、「東京中心部」、「近郊地域」、「関東北部地域」、「関東東部地域」、

「内陸西部地域」及び「島しょ地域」毎の地域整備構想並びに道路、鉄道、空港、港湾、河川

等各種施設分野毎に個別事業の記述見直しを行う。 
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